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金属材料研究所と鉄鋼研究の歴史

古 原 忠

. は じ め に

日本の鉄鋼業の発展は官営製鐵所(1880年釜石，1897年八

幡)の設立に端を発する．1900～10年代には高炉会社の前身

が相次いで設立され，1915年に日本の鉄鋼に関する事業の

発達を目的として日本鉄鋼協会が創立された(1)．

東北大学金属材料研究所(以下「金研」）は，1916年に東北

帝国大学理科大学内に設置された臨時理化学研究所第 2 部

を前身とする．この背景には，第一次大戦の影響で物資輸入

が制限され鉄鋼の自給に迫られ，その中で基礎研究の重要性

がクローズアップされたことがある．研究所の設置は，住友

家からの寄付を原資に行われた．当時研究主任であった本多

光太郎にリードされ，当時世界最強の永久磁石であった KS

磁石鋼発明などの優れた業績により，勅令により大学に附置

される研究所へと発展した．金研は“金属をはじめ，半導

体，セラミックス，化合物，有機材料，複合材料などの広範

な物質・材料に関する基礎と応用の両面の研究により，真に

社会に役立つ新たな材料を創出することによって，文明の発

展と人類の幸福に貢献する”を理念とし，その実現のために

“材料科学に関する学理の探求と応用研究”を目的としてい

る．研究活動では，戦前から戦後さらには現在まで多くの節

目があるが，その中で創設時から100年余り鉄鋼研究を継続

していることは本所の誇りである(2)．

本稿は，日本の鉄鋼研究の創生期から金研が果たしてきた

役割を俯瞰的にまとめることで，関連分野の発展と今後の展

開を考える上での一助となることを期待するものである．

. 金属材料研究所の組織的変遷

表は，創立時から現在までの金研の主要な沿革をまとめ

たものである．臨時理化学研究所第 2 部としての設置後は，

1919年に勅令により東北帝国大学附属鉄鋼研究所の設置を

経て，1922年には非鉄金属を含む金属の総合研究を行う官

制附置研究所「金属材料研究所」となった．初代所長は本多

光太郎(後，東北帝大総長)である．金研の設置の背景には，

第一次大戦の影響で鉄鋼の自給に迫られる中で基礎研究が重

要とされたことがある．金研は，前身が設置された理科大学

物理学教室(現理学部物理学科)に関わるとともに，工学部

金属工学科ともその創立時(1924年)から研究教育で緊密に

協力してきた．初代の学科主任は金研の助教授を経て工学部

教授に着任した村上武次郎(金研を併任，後に第 3 代所長)

である．

図に戦前～戦中にかけての金研の組織的変遷をまとめ

る(3)．附置研当初の研究組織は冶金，製鋼，鋳物の 3 研究

部であったが，その後研究部が増設され1943年には10研究

部となる．その後1945年には従来の10研究部を基礎研究部

10部門とし，新たに民間との直接協力を行う工業化研究部 7

部門を設置する大部門体制へと改組された．戦中は基礎研究

に加え，戦時研究として兵器用鉄鋼材料の研究開発も行われ

た．東北大学では1941年に選鉱製錬研究所(「選研」，現在の

多元物質科学研究所の前身の 1 つ)が設置され，製鋼・製錬

研究の中心は工学部と選研へと移行する．金研では，戦後の

改組の中で，金属に加えて，原子力関連材料，化合物・セラ

ミクス・アモルファス等の幅広い新物質・材料や各種分析手

法の研究開発を進めていく．1970年前後から1980年代にか

けての材料照射や強磁場環境など大型施設の設置，1987年
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表 1 戦前～現在までの金研における組織的沿革．

図 1 戦前～戦中にかけての金研の改組．
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表 2 欧米と日本の鉄鋼研究の進展(維新前～大正)．

図 2 FeC 2 元系状態図の代表的な研究成果．(a) ロバーツ

ーオーステン(上図)とローゼボーム(下図)による状態

図(9)，(b) 本多らの研究による状態図(10)．
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の全国共同利用研究所への改組も契機にさらに組織が拡充さ

れた．現在は 5 研究部(小講座形式の27部門)に 5 附属研究

施設，4 共同研究センターを加えて，材料科学分野の先導を

掲げて研究を推進するとともに，国際共同利用・共同研究拠

点活動を通じたコミュニティ育成への貢献や，創立以来の理

念「産業は学問の道場である」を体現する産官学連携など，

多彩な活動を現在まで行っている．

日本金属学会は，1937年に金属に関する理論と工業の進

歩発達をはかることを目的として設立されたが，本多博士の

東北帝国大学在職25周年にその貢献を記念して設立された

記念会の寄付金の一部を原資とした．金研が発行した月刊誌

「金属の研究」は日本金属学会誌の前身である．金属学会は，

現在の鉄鋼協会学会部門の前身である鉄鋼基礎共同研究会の

設置を1963年に鉄鋼協会，日本学術振興会とともに主催し

た．現在も金研は他機関と協力し，多くの学協会で主導的役

割を担っている．

. 日本における鉄鋼の研究と金研の関わり

 本多スクールにおける研究(～戦前までの研究)

金研初期から戦前の本多スクールでの鉄鋼研究は多彩であ

る(4)．KS 鋼などの特殊鋼，鉄の状態図および各種相変態，

焼入れ焼戻し，鉄単結晶の磁気異方性などが代表的なものと

して上げられる．成果の多くは東北帝國大学理科報告(英文)

に収録されている．また，和文でまとめられた著書(5)，また

成果のサマリーも参照されたい(6)(7)．興味をお持ちの方に

は，本所のホームページの動画アーカイブにて，研友会が所

蔵している本多自らの講義動画を観ることができるので，こ

こに紹介しておく．

表は，金研が設置されるまでの，欧米と日本における鉄

鋼の製造技術および研究の発展を比較したものである(8)．現

在の鉄鋼製造法の基本である高炉および転炉法は英国での開

発された．1880年代には米国及び英国にて鉄鋼協会が創設

されている．日本での最初の洋式高炉は盛岡藩士大島高任の

努力で1857年に釜石に建設された．その後釜石および八幡

での官営製鐵所設立があり，これらの技術開発および実装業

に多大な貢献をした東京帝国大学教授の野呂景義らの提唱に

より1915年に日本鉄鋼協会が設立されている．著者の専門

である物理冶金学・金属組織学の分野では，合金鋼研究の先

達であったファラデーの後，顕微鏡技術を金属の研究に導入

した英国のソルビーやドイツのマルテンスの研究が画期的な

進歩をもたらす．日本では東京帝大の俵国一がこの手法を導
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図 3 本多，茅による純鉄単結晶の磁化曲線の結晶異方性(16)．
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入して研究を主導した．金研の本多スクールでも村上らが中

心となって金属組織の研究を精力的に行った．俵も金研の嘱

託として，それに貢献している．表 2 の比較では日本にお

ける鉄鋼の学術研究は欧米に対して30年ほど遅れていたこ

とがわかる．

図は，19世紀末における研究の中でまとめられていっ

た FeC 2 元系状態図の研究成果である．図 2(a)(9)の上図

に示した米国のロバート・オーステンの状態図に描かれてい

る相境界線は現在のものにかなり近いが，オランダのローゼ

ンボームが米国の科学者ギブスの提唱した相律の概念に基づ

いて状態図の原型を下図のように確立した．ただし，状態図

の中にマルテンサイトが存在している．これは，当時高温で

マルテンサイトが存在し，冷却時に室温でも残存するという

考え方があったことによる．図 2(b)は本多らが金研での研

究に基づいて提唱した状態図である(10)．この状態図にはす

でにマルテンサイトがなく，その精度の高さには驚くべきも

のがある．

本多スクールにおける世界的な業績は，金属の磁性に関す

る研究である．実用面では KS 磁石を始めとする強磁性材

料，増本量(第 6 代所長)らによるセンダストなどの軟磁性

材料の開発がある．一方，基礎研究としては鉄の磁気変態の

研究がまず上げられる．フランスのオスモンは，熱分析を用

いて純鉄を加熱・冷却した時の潜熱の発生を研究し，1887

年に鉄の同素変態の存在を提唱したが，現在我々が鉄の磁気

変態点(キュリー点)である770°C付近の変態を巡って有名な

b 鉄論争が当時展開されることになる(9)．ちなみにピエー

ル・キュリーは，オスモンの報告に先立って鉄の帯磁率の変

化を報告している．この論争では，オスモンらが別の結晶構

造の存在を提唱したのに対して，一方で米国のアーノルドら

は炭化鉄の生成を主張し，両派が大きく対立した．

本多はドイツ留学で学んだ熱分析をこの A2 変態に応用し，

fcc 鉄から bcc 鉄への構造が変化する A3 変態点では熱量変

化曲線の微分値に不連続が見られるのに対して，A2 変態点

では連続であることを1915年に報告した(11)．このことは A2

変態が結晶構造変化をともなわないことを強く示唆するもの

である．論争への最終的な終止符が打たれるのは，ウェスト

グレンによる X 線回折実験(12)を待つことになるが，本多の

成果は，当時の論争の解決に大きな役割を果たしたと評価さ

れている．このあたりの詳しい内容は文献(8)および(13)を

参照されたい．

本多らの鉄の磁性研究は現在のエネルギー問題にも大きく

貢献している．英国のハドフィールドは鉄の電磁特性におよ

ぼす種々の合金元素の影響を評価する中で，現在でも変圧器

やモーターの鉄芯用の電磁鋼板として用いられているケイ素

鋼を発見した(14)．欧米での熱延電磁鋼板の工業生産は1904

年頃から始まったが，日本では1924年以降である(15)．ケイ

素鋼は Fe3Si の組成を持ち，bcc フェライト構造を示

す．鉄芯に巻いたコイルに交流電流を流すと交番磁界が発生

し，ヒステレシス損と渦電流損からなるエネルギー損失(「鉄

損」)が起こる．本多と茅誠司(後，東京大学総長)は，純鉄の

単結晶の磁化曲線の測定より，結晶磁気異方性を発見し，

bcc の〈100〉方向が容易磁化方向であることを示した(図

)(16)．この知見は，その後米国や日本における再結晶集合

組織を制御して鉄損の低減を図った一方向性電磁鋼板，無方

向性電磁鋼板の開発につながった．特に無方向性電磁鋼板は

今後飛躍的に拡大する EV のモーター部材として不可欠の素

材で，今後の社会における省エネルギーにも大きく貢献する

ものである．

本多スクールにおいて，鉄鋼の組織学的研究を主導したの

は先述した村上武次郎である．村上は「特殊鋼の開拓者」と

も呼ばれ，KS 磁石の組織制御からステンレス鋼，高速度鋼

の研究を行った．特に多くの鉄基二元系・三元系について平

衡状態図を精査し，自ら開発した赤血塩(フェリシアン化カ

リウム)アルカリ溶液(「村上試薬」)を腐食液に用いて特殊鋼

中の炭化物などの複雑な区別を行った(17)．金研では他にも

石原寅次郎，岩瀬慶三その他の研究者が状態図に取り組んで

いたが，当時の状態図研究については，村上の指導を受け，

後に工学部金属工学科教授となった佐藤知雄の回想記事(18)

より伺い知ることができる．村上は，日本における鋼材溶接

の冶金学的研究を金研において始めたことにも言及したい．

他の大学で溶接工学を発展させた関口春次郎(金研助手→名

大工)，岡田実(阪大工，後に総長)は東北帝大金属工学科を

1930年に卒業したが，ともに村上門下であったことを申し

添える．

著者のように鉄鋼の相変態に関わるものにとって当時金研

所属の大先達として忘れていけない研究者は，ミスター・マ

ルテンサイトである西山善次である．本多スクールでの研究

手法は，1910年代は化学分析，熱分析，顕微鏡観察が主体

であったが，先述した A2 変態でのウェストグレンの成果も

あり，1920年代以降は磁気分析，電気抵抗に加えて X 線回

折を用いた研究が精力的に展開された(19)．西山は，山田良

之助，関戸信吉が行っていた鋼の焼入れ焼き戻しの研究をさ

らに発展させたが，X 線回折を駆使して炭素鋼マルテンサ
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表 3 今井勇之進の主な研究(集録を中心)．

図 4 (a) FeN 合金の Ms 点の N 濃度依存性(29)．

(b) Fe12CrCN 4 元系の0.1N 縦断面図(30)．
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イトの正方晶性を解明する(20)とともに，fcc→bcc マルテン

サイト変態における新たな結晶方位関係(N 関係あるいは

NW 関係)の発見(21)など世界に冠たる成果を挙げている．

西山は1936年まで金研で助手を務めた後，大阪大学産業科

学研究所に異動したが，その後日本のマルテンサイト研究の

隆盛に果たした大きな役割については説明の必要はないであ

ろう．西山と本多の関係の一端は，文献(22)(23)より知る

ことができる．

金研における鉄基高合金の機能性の研究は，増本量(第 6

代所長)によって主導された．最も代表的なものは高い透磁

率を持つセンダスト(Fe10Si5Al)である(24)．ギヨームは

1897年に室温付近で熱膨張係数がゼロになる Fe36Ni イン

バー合金を発見したが，増本らはスーパーインバー(Fe

32Ni4Co)，ステンレスインバー(Fe52Co11Cr)などを開

発し，その分野の発展に大きく寄与した(25)．

 戦後の研究展開～現在の取組み

金研では，戦後，基礎研究部での磁性や金属塑性などの基

礎研究，工業化研究部での強靱鋳鉄・鋳鋼，非鉄金属の製錬

等の研究が進められた．村上武次郎より特殊鋼部門を引き継

いだ今井勇之進は，各種相変態を含む鉄鋼の組織と特性に及

ぼす合金元素の効果および窒素鋼の研究を展開し戦後の鉄鋼

研究をリードした．表は，村上研の時代から今井研におけ

る集録形態で発表されている主要な研究論文である．その業

績は，今井による解説記事を参照されたい(26)(28)．今井の

研究成果で特筆すべきものは，鋼の合金元素としての窒素の

役割の解明である．代表的な研究の一部を図に示す．図 4

(a)は土屋らが FeN マルテンサイトの Ms 点の N 濃度依存

性を FeC の場合と比較したものである(29)．彼らはマルテ

ンサイトの正方晶性について炭素や窒素の規則配置として熱

力学的に取扱い詳細な検討を行っている．一方，図 4(b)は

12CrFeCN 系 4 元合金の組織マップの検討結果であ

る(30)．高 Cr 鋼では炭素や窒素の含有量によってフェライト

やオーステナイトの相安定性が変化し，また Cr の炭化物や

窒化物が析出が起こることで耐食性が低下したりする．よっ

て，種々の組成やプロセス条件による組織変化を明らかに

し，状態図に関する理解を深めることが重要である．現在で

も高窒素ステンレス鋼は高強度と高耐食性を兼ね備えた材料

として知られている．特にオーステナイト系ステンレス鋼に

おける主要成分の Ni は高価で，また生体アレルギーを起こ

すことから，これを一部でも代替できる窒素の添加はコスト

減や生体材料への適用において有望であり，今井らの研究の

重要性が理解できる．その他の成果を含めた鉄鋼における窒

素の役割についての教科書も今井とその門下によりまとめら

れ，出版された(31)．

戦後の鉄鋼研究は，日本の鉄鋼業の飛躍的発展とともに活

発に推進された．1960年前後に鉄鋼メーカー各社は，それ

までの箇所研での研究体制から中央研究所の設立へと向か

い，研究開発への莫大な投資が行われた．また関連研究を行

う研究機関も官立 3 研究所，4 試験所，公立 3 研究機関，大
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図 5 (a) Fe0.2P 合金フェライトの粒界 P 濃度と C 添加

量(左図)および B 添加量(右図，ただし縦軸はオージェ

分光で評価した粒界被覆率)との関係(35)．(b) 高純度鉄

と C 微量添加材の応力ひずみ曲線(250 K 引張)におけ

る H チャージの影響(36)． 図 6 鉄基アモルファス合金の引張特性(37)．
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学関係10研究所，特殊法人 2 研究所と隆盛を極め，活発な

研究が行われることになる．しかしながら，その中での問題

意識として，学協会での企業間共同研究の推進や大学等の基

礎研究の応答展開，さらには官民を問わず総合的有機的な研

究開発の実現の必要性が問われ，欧米に対する科学技術費の

非常に低い政府支出率も問題視されるなど，現在の状況とも

共通する課題が指摘されている(32)．

1970年代から80年代においては，厚鋼板製造における加

工熱処理(TMCP)技術が確立される中で，より効率良い製

造に向けて鉄鋼の組織・材質予測技術が注目され，また高強

度化と溶接性の向上の両立を目指した低炭素ベイナイト鋼の

開発も進められた(33)．薄鋼板では，自動車用鋼板の研究が

大きく進められ，高加工性の追求における極低炭素鋼から

Interstitial Free(IF)鋼へのシフト，オイルショックを背景

とした自動車の燃費向上の要求に答えるべく複合組織鋼の開

発が精力的に行われていく(34)．この中では，特に低合金鋼

の相変態組織制御の研究が必要とされ，日本の産官学で多く

の研究者により進められていくことになるが，金研では当時

対応する指導的人材が不足しており，東北大工学部や他大

学・他機関に関連研究の中心は移っていくことになる．

その中で，鉄の本質を理解するための基礎研究は金研にお

いて引き続き追求された．1965年に金属塑性学部門担当と

なった木村宏は，その後基礎鉄鋼学研究部門に異動し，格子

欠陥全般を対象に金属の力学的性質を一貫して研究した．特

に超高真空電子ビーム浮遊帯溶融や高純度電解鉄からの超高

真空高周波溶解などの画期的な手段を駆使して，純度

99.999以上までに至る高純度鉄を創製し，その力学物性と

微量元素添加の影響に関して大きな研究成果を挙げた．その

代表的な成果を図に示す．図 5(a)は高純度鉄におけるリ

ン(P)偏析におよぼす炭素(C)およびボロン(B)微量添加の

影響を示している(35)が，両元素の添加によって粒界脆化元

素である P 偏析が低減されている．主な原因としてサイト

コンペティションが提案されているが，靱性向上については

C および B による粒界強化の可能性も言及された．図 5(b)

は，高純度鉄に C および H を微量添加したときの固溶軟化

および固溶強化の挙動を示すものである(36)．高純度鉄では

H が固溶軟化をもたらすのに対して，C 含有量が増えると，

逆に硬化に転じており，H の塑性変形挙動への影響が不純

物濃度によって異なることがわかる．このような高純度鉄の

力学的性質の研究は，鉄という元素の持つ本性に迫るもので

あり，基礎的知見としてインパクトの大きいものであった．

一方，同時期に，増本健(第15代所長)はアモルファス金

属の研究を精力的に推進し，鉄合金において高強度，高耐

食，軟磁性という稀有な 3 大特性を発見した(37)．図は

FeSiB アモルファス合金の応力ひずみ曲線であるが，高

強度ピアノ線と比較してより高強度が得られるとともに伸び

も示していることがわかる．増本らは工業化に必要な各種製





表 4 その他の部門での主な鉄鋼関連研究．

 　　　　　　特 集

造法も確立したが，その成果は企業における磁気ヘッドやト

ランスなどの用途での実用化に繋がっていく．その後のアモ

ルファス研究，さらに井上明久(第18代所長)らが進めた金

属ガラスの研究においても，様々な合金系および化学組成を

持つ金属基材料の広範な研究が推進されたが，著者の限られ

た知識の範囲では，ある程度のサイズの構造部材に必要な特

性である良好な強度延性・靱性バランスは，鉄基合金では

未だ実現には至っていないと思われる．一方，その優れた軟

磁性特性は，牧野彰宏らの研究により新たな展開を生み出

し，ナノ結晶化の過程を経て，ケイ素鋼の特性を上回る超低

磁心損失・高鉄濃度軟磁性合金の開発(38)へと波及するが，

本稿の本題は構造材料としての鉄鋼研究にあるので，機能材

料に関するこれ以上の記述は割愛したい．

以上，1980年代までの金研における鉄鋼の物理冶金的研

究の発展のサマリーを述べてきたが，それ以外に種々の周辺

研究も行われた．表は，その中の一部を例示したものであ

る．X 線・中性子回折や電子顕微鏡の応用や塑性変形，あ

るいは金属の腐食挙動などを研究する部門が研究活動を行っ

ていた．個々の部門の変遷は様々であるが，その研究の系譜

は今でも脈々と続いている．現在の金研における鉄鋼研究の

主体は，著者らが行っている元素機能に基づく鉄鋼の組織と

特性制御に加えて，高強度鋼の腐食・水素環境下での特性評

価，原子炉用鉄鋼材料の劣化挙動，鉄鋼製造プロセスにおけ

る微量分析・迅速分析法の開発などである．その詳細につい

ては，本所のウェブサイトなどで紹介しているので，興味の

ある方はご参照されたい．

. おわりに―今後への期待

本稿では，日本の鉄鋼研究の中で特に物理冶金学の発展に

注目して，著者が所属する金研の研究を振り返りながら概説

した．100年を優に超える歴史をまとめるには大変力不足

で，不十分な内容であったかとは思うが，読者の皆様には研

究所での所属期間も20年に満たない弱輩の作としてご容赦

いただければ幸いである．

日本の鉄鋼業は，社会基盤を支える最も重要な基幹産業分

野として我が国の経済発展と国際競争力を支えてきた．しか

し，昨今の東アジアを中心とした諸外国の鉄鋼生産技術の著

しい向上，カーボンニュートラルやサーキュラーエコノミー

など国内外の社会環境の急激な変化への対応など多くの重要

課題を抱える中，レジリエントでグリーンな社会基盤構築な

どで期待される役割は大きい．その中では，革新的な技術発

展とそれを支える学術基盤の飛躍的進展が今後不可欠である

ことは言うまでもない．産官学が強力に連携し，マテリアル

DX などの新たな展開(39)も活用しながら，鉄鋼の学術のさ

らなる活性化と次世代を担う人材育成が推進されることを切

に祈念する．

なお，ここまでの引用文献等に加えて参考とした文献およ

び図書を最後に挙げておく(40)(46)．
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